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「日田市の地域共生社会の姿」を目指して 

地域住民一人ひとりが、どのような状況にあっても自分らしく、それぞれで役割を持ち、

地域での暮らしの想いを実現するとともに、それぞれの立場を超えて人と人がつながり、支

え合いながら暮らすことができるよう、福祉のまちづくりを推進します。 

地域住民一人ひとりが主役の支え合いのまちづくり 
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1. 第 4 期地域福祉計画策定の趣旨 
  本市の人口は、平成17 年３月の市町村合併時の76,364 人から、少⼦⾼齢化の進⾏に伴って減少し、平

成 25 年 12 月には７万人を切り、令和６年９月 30 日現在で 60,339 人となっており、今後も、人口減少
と少⼦⾼齢化が進むことが予測されています。 

 
  このような少⼦⾼齢化や過疎化の進⾏は、地域社会の⽀え⼿の減少を招き、地域の活⼒の低下や持続可能

性を脅かしています。また、最近では、地域住⺠のライフスタイルの多様化、意識変容が進むとともに、「コ
ロナ禍」を経て、住⺠同⼠の交流の場が減少することにより、地域のつながりがより低下し、こうした地域
の中では、孤⽴してしまい周囲の誰にも相談できず、適切な⽀援に結びつかない深刻なケースも浮き彫りに
なっています。例えば、⻑期間のひきこもりをしている50 代前後の⼦を80 代前後の⾼齢の親が養い続け、
将来に対する不安を抱える問題「8050 問題」や、介護と育児に同時に直面する世帯の課題「ダブルケア」
など、複雑・複合化したケースが表面化しています。 

 
このような中、制度・分野ごとの『縦割り』や「⽀え⼿」「受け⼿」という関係を超えて、地域住⺠や地域

の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながること
で、住⺠⼀人ひとりの暮らしと⽣きがい、地域をともに創っていく社会、「地域共⽣社会」の実現に向けた
地域づくりが求められています。 

 
今般、策定する第４期日田市地域福祉計画（以下「第４期計画」という。）では、令和２年に策定した第

３期日田市地域福祉計画における⾏動指針「⼀人はみんなのために、みんなは⼀人のために、⽀えあう輪を
広げ、安心してともに暮らせるまちを目指して」の理念を継承しながら、⼀人ひとりの可能性に着目し、地
域において、誰もが⽣きがい・役割を持ちながら、自分らしく⽣きることができるよう、人と人がつながり、
安心して暮らすことができるまちを目指して、取組を進めていきます。 
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2. 計画期間 
本計画の期間は、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの５年間とし、社会情勢の変化や

住⺠のニーズの変化等に対応するため、必要に応じて計画の⾒直しを⾏います。 
 
 

3. 計画の位置付け 
「地域福祉計画」とは、社会福祉法第 107 条第 1 項の規定に基づき、地域福祉の推進に取り組むための

総括的な計画として市町村が策定する計画です。 
日田市総合計画を最上位計画としながら、各福祉分野が共通して取り組むべき事項を記載する福祉分野の

「上位計画」であり、関連する市の福祉部門の各種計画との調和を図り、かつ、福祉・保健・医療及び⽣活
関連分野との連携を確保して策定します。 

  なお、本計画では、成年後⾒制度の利⽤の促進に関する法律第14 条第１項の規定に基づく「成年後⾒
制度利⽤促進基本計画」及び再犯防止推進法第８条第１項の規定に基づく「地方再犯防止推進計画」を包
含しています。 
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4. 現状と課題の整理 

 

 

第6節 日田市の地域福祉をめぐる現状と主な課題の整理（まとめ）

① 統計データから⾒える現状＜第2節＞

・ 人口︓60,542人
・ 近年、減少の⼀途をたどっており、平成17年の合
併時と比較して約8割にまで落ち込み。

・ 特に周辺部は、その傾向が顕著にみられ、合併時
の約6割にまで減少。

・ ⾼齢化率︓36.8%（周辺部は52.3%）

③ 市⺠アンケートの調査結果から＜第4節＞

・ ご近所の人との関係性について、親しい人がいる
とした人の割合は減少する⼀方で、付き合いがない
とした人の割合は増加（特に中心部）。

・ 地域福祉活動に参加している人の割合が減少。

② 前期計画の振り返りから＜第3節＞

・ 地域住⺠が「地域をどうしていきたいか」の話し
合いが重要で、住⺠主体の地域づくりが必要。

・ 複雑化・複合化した福祉課題に対応する⽀援体制
の構築が必要。

④ 市⺠ワークショップでの議論から＜第5節＞
・（中心部）新しい住⺠が増えているが、コミュニ

ケーションがとれておらず、バトンタッチができて
いない。「おせっかい」なまちづくりが必要。

・（周辺部）近所付き合いは残っているものの、人が
減り、地域のリーダーやまとめ役のなり⼿がいない。

▶ 人と人とのつながりの希薄化、住⺠福祉への無関心
・ 人口減少、⾼齢化の進展や住⺠の意識変容を背景に、近所付き合いが、以前に比べると薄れつつあること、
さらに、「コロナ禍」を経た昨今では住⺠同⼠の交流の場も減少。

・ 特に、中心部では、宅地開発が進んでいることや、⾼層の集合住宅の建設等とともに、外部からの新しい
住⺠の転入等も背景に、地域のつながりが希薄化しつつある。

▶ 次世代のなり⼿不⾜などによる地域の⽀え合う⼒の低下
・ 周辺部では、近隣同⼠の付き合いや、地域の伝統⾏事などを通じて培われてきた昔ながらのつながりは、
⼀定程度は残っているものの、地域の人口減少や若者の転出に伴い、これまで⾏われてきた地域活動を⽀
える次世代のなり⼿不⾜、なり⼿の⾼齢化・固定化の問題が⽣じている。

・ また、中心部でも、外部からの新しい住⺠の転入等とともに、近隣同⼠の付き合いが薄れ、周辺部と同
様に、なり⼿不⾜などの問題が⽣じている。

▶ 複雑・複合化した福祉課題の顕在化
・ これまで地域で⽀え合ってきた社会（＝共助）では、人と人とのつながりの希薄化、個人主義（＝自助）
の進展等を背景に、SOSを出せないことによる社会的孤⽴をはじめ、「8050（9060,7040）問題」、
「ひきこもり」、「ヤングケアラー」など、⽣きづらさを感じている人も⾒られるようになっている。

・ こうした問題が複雑化・複合化したケースは、これまでの制度・事業中心の⽀援では対応が難しく、さら
には、地域に埋もれてしまうおそれもある。

現状と主な課題の整理

▶ 住⺠⼀人ひとりが地域に「自分ごと」として関わり、地域を⽀える“人づくり”
▶ 地域のつながりや⽀え合いの関係が⽣まれ、地域の⼒を向上させるための“地域づくり”
▶ 様々な⽣きづらさを抱えた方々が、包括的に人や地域に“つながる仕組みづくり”
➣ 『地域住⺠⼀人ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり』を目指し、「重層的⽀援体制整備事業」の

仕組みを活⽤しながら、福祉のまちづくりを進めていく。

現状と主な課題から⾒えた今後の方向性
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（１）旧日田市 （２）旧日田郡

（参考）日田市の地域福祉を取り巻く状況 
（1）人口の状況 
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世代別人口の推計 

人口は、市町村合併後減少が続
いています。年齢３区分にみる
と、15 歳未満の年少人口と15
歳から64 歳までの⽣産年齢人
口は減少し続けており、65 歳以
上の⾼齢者人口は令和５年以
降、減少傾向に転じています。 

人口推計を世代別にみると、
80 歳以上の人口は増加傾向
にある⼀方で、その他の世代
は減少傾向が続くと推測され
ます。特に〜19 歳、40 歳〜
49 歳では大きく減少傾向に
あります。 

本市の人口は、市町村合併後
の 75,970 人から年々減少し
続け、令和6 年3 月末現在で
は、60,542 人となっていま
す。特に旧日田郡地域では、
市町村合併直後 14,316 人と
比べ、8,128 人と56.7％まで
減少しています。 

（単位︓人，世帯） 

（国⽴社会保障・人口問題研究所による推計値（平成３０年推計）） 

（単位︓人） 

（単位︓人） 

（住⺠基本台帳による数値） 
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（2）アンケート調査から⾒る近所付き合いの状況 

問 ご近所の人との関係はどれに近いですか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
・令和6 年度調査の中心部と周辺部（振興局・振興センター管内）の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「何か困ったときに助け合う親
しい人がいる」の割合が最も⾼
いものの減少傾向にあり、「お互
いに訪問しあう程度の人ならい
る」も減少傾向にあります。⼀方
で、「あいさつをする程度の人な
らいる」「ほとんど付き合いはな
い」が増加傾向にあります。 

市中心部と周辺部を比較する
と、中心部では「⽴ち話をする程
度の人ならいる」割合が最も⾼
かったのに対し、周辺部では「何
か困ったときに助け合う親しい
人がいる」の割合が最も⾼くな
りました。また、「何か困ったと
きに助け合う親しい人がいる」
の回答を⾒ると、中心部で
24.4％であるのに対して、周辺
部では37.9％となり、両者で大
きな差が⾒られました。 
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（3）ワークショップの概要 
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5. 計画の基本理念と基本目標
 
 
 
  地域住⺠⼀人ひとりが、どのような状況にあっても自分らしく、それぞれで役割を持ち、地域での暮らし

の想いを実現するとともに、それぞれの⽴場を超えて人と人がつながり、⽀え合いながら暮らすことができ
るよう、目指すべき「日田市の地域共⽣社会の姿」を上記の基本理念を掲げ、福祉のまちづくりを推進しま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  基本理念「地域住⺠⼀人ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり」の実現に向け、まち全体で、福祉分野だ

けではなく、産業、教育などの様々な分野を超えて取り組むべき内容として、３つの基本目標を設定し、取
組を展開します。 

 
 

 
 

● 地域活動に積極的に取り組む人が増えるよう、地域や学校での福祉教育・人権教育を通して意識を醸成
するとともに、地域福祉を⽀えるボランティアなどの育成や⽀援を⾏います。 

● 自分ができる範囲で、日頃から自分らしく地域でつながることにより、地域のゆるやかなつながりを意
識し、気にかける関係性を育むためには、そうしたつながりを自然に作ることができる環境づくりが大切
となります。このため、各地域でこうした地域の様々な気づきを⽀援につなぐための環境を整えていくと
ともに、基本目標２の「地域づくり」とも連動しながら、地域住⺠が参加しやすい地域の集まりの場など、
地域住⺠の交流の場づくりの促進を図ります。 

地域住⺠⼀⼈ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり 
（1）基本理念 

（2）基本目標 

基本目標 1 
住⺠⼀⼈ひとりが地域に「⾃分ごと」として関わり、地域を⽀える
“⼈づくり” 

市町村における包括的な⽀援体制の整備（入口・出口を豊かに）

市町村においては、地域住⺠の複合・複雑化した⽀援のニーズに対応する包括的な⽀援体制を整備するため、
①相談⽀援（市町村による断らない相談⽀援体制）、②参加⽀援（社会とのつながりや参加の⽀援）、③地域
づくりに向けた⽀援を⼀体的に実施する

関係機関が協働して、チーム
として課題に対応するための
体制づくり

①相談⽀援

属性にかかわらず、包括的に
相談を受けとめる機能

多機関協働の中核の機能

②参加⽀援

社会とのつながりや
参加を⽀援する機能

場の機能緩やかな見守り

③地域づくりに向けた⽀援

住⺠に⾝近な圏域で、様々
な地域⽣活課題の相談など
に応じる体制づくり

早早期期のの発発見見・・支支援援

本本人人中中心心、、本本人人のの力力
をを引引きき出出すす支支援援

地地域域ととののつつななががりり
やや関関係係性性づづくくりりをを
行行うう支支援援

地域住⺠同⼠の交流や、
社会参加の場等の促進

本本人人・・世世帯帯をを包包括括的的にに
受受けけ止止めめ支支ええるる支支援援

これら⽀援を⼀体的に⾏う「包括的な⽀援体制」

出典︓第1 回日田市地域福祉計画策定委員会 厚⽣労働省説明資料 
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5. 計画の基本理念と基本目標
 
 
 
  地域住⺠⼀人ひとりが、どのような状況にあっても自分らしく、それぞれで役割を持ち、地域での暮らし

の想いを実現するとともに、それぞれの⽴場を超えて人と人がつながり、⽀え合いながら暮らすことができ
るよう、目指すべき「日田市の地域共⽣社会の姿」を上記の基本理念を掲げ、福祉のまちづくりを推進しま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  基本理念「地域住⺠⼀人ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり」の実現に向け、まち全体で、福祉分野だ

けではなく、産業、教育などの様々な分野を超えて取り組むべき内容として、３つの基本目標を設定し、取
組を展開します。 

 
 

 
 

● 地域活動に積極的に取り組む人が増えるよう、地域や学校での福祉教育・人権教育を通して意識を醸成
するとともに、地域福祉を⽀えるボランティアなどの育成や⽀援を⾏います。 

● 自分ができる範囲で、日頃から自分らしく地域でつながることにより、地域のゆるやかなつながりを意
識し、気にかける関係性を育むためには、そうしたつながりを自然に作ることができる環境づくりが大切
となります。このため、各地域でこうした地域の様々な気づきを⽀援につなぐための環境を整えていくと
ともに、基本目標２の「地域づくり」とも連動しながら、地域住⺠が参加しやすい地域の集まりの場など、
地域住⺠の交流の場づくりの促進を図ります。 

地域住⺠⼀⼈ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり 
（1）基本理念 

（2）基本目標 

基本目標 1 
住⺠⼀⼈ひとりが地域に「⾃分ごと」として関わり、地域を⽀える
“⼈づくり” 

市町村における包括的な⽀援体制の整備（入口・出口を豊かに）

市町村においては、地域住⺠の複合・複雑化した⽀援のニーズに対応する包括的な⽀援体制を整備するため、
①相談⽀援（市町村による断らない相談⽀援体制）、②参加⽀援（社会とのつながりや参加の⽀援）、③地域
づくりに向けた⽀援を⼀体的に実施する

関係機関が協働して、チーム
として課題に対応するための
体制づくり

①相談⽀援

属性にかかわらず、包括的に
相談を受けとめる機能

多機関協働の中核の機能

②参加⽀援

社会とのつながりや
参加を⽀援する機能

場の機能緩やかな見守り

③地域づくりに向けた⽀援

住⺠に⾝近な圏域で、様々
な地域⽣活課題の相談など
に応じる体制づくり

早早期期のの発発見見・・支支援援

本本人人中中心心、、本本人人のの力力
をを引引きき出出すす支支援援

地地域域ととののつつななががりり
やや関関係係性性づづくくりりをを
行行うう支支援援

地域住⺠同⼠の交流や、
社会参加の場等の促進

本本人人・・世世帯帯をを包包括括的的にに
受受けけ止止めめ支支ええるる支支援援

これら⽀援を⼀体的に⾏う「包括的な⽀援体制」

出典︓第1 回日田市地域福祉計画策定委員会 厚⽣労働省説明資料 
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● 地域共⽣社会の実現に向けた地域づくりには、地域のことを最もよく知っている地域住⺠自らが、地域

の課題を把握し、その解決に向けて取り組むことが大切です。これを受けて、市内では、令和６年度から、
日常⽣活の移動に関する不安を感じている⾼齢者のために、地域住⺠同⼠の⽀え合いによる移動⽀援に取
り組むため、話し合いを進めている地域もあります。 

● このような地域住⺠が主体となった取組が促進されるよう、地域で交流できる場や機会づくりなどを通
じて、地域活動を活性化し、住⺠同⼠のつながりや⽀え合いなどを推進します。あわせて、地域で分野、
領域を超えた地域の多様な主体が出合い、つながりの中から更なる展開を⽣む機会となるプラットフォー
ムづくりも進めていきます。 

● 平時から地域住⺠の顔の⾒える関係を育成し、⽀え合い活動を促進することにより、災害に強い地域づ
くりを推進していきます。このほか、安心して暮らせる環境づくりの観点から、⾒守りネットワークの充
実や、安心して外出できる環境整備の観点から、障がい者、⾼齢者等の移動⽀援、バリアフリー化の促進
などにも取り組みます。 

 
 
 
 

「様々な⽣きづらさ」（複雑・複合的な課題）を抱えた方が、問題が深刻化する前に必要な⽀援につな
がるように、包括的な⽀援体制を構築することで、人や地域につながる仕組みづくりを推進します。 

このようなケースに対応に当たって、以下の⽀援を目指して、各分野を横断した包括的⽀援体制を整備
し、より効果的で効率的な体制づくりを進めます。 

・ 各⽀援関係機関の役割分担、⽀援の方向性の整理といった、ケース全体をコーディネート・マネジ
メントする機能を付加し、各⽀援関係機関が⼀つのチームとなった⽀援 

・ ⽀援者と本人が継続的につながり合いながら、本人と社会・他者との関係を広げていく「伴走型⽀
援」の強化 

・ 本人やその世帯の状況に応じたオーダーメイドの⽀援 
・ ケースの複雑化・複合化を予防する観点から早期の関わりが持てるような⽀援 
また、「再犯防止推進計画」について、犯罪をした人々が、社会において孤⽴することなく、再び地域

社会を構成する⼀員となることができるよう連携した⽀援を⾏うため、新たに地域福祉計画に包含する形
で策定し、再犯防止活動等と地域福祉施策等との連携強化を図ることにより、より効果的な再犯防止対策
に関する取組を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標 2 
地域のつながりや⽀え合いの関係が生まれ、地域の力を向上させるた
めの“地域づくり” 

基本目標 3 
様々な生きづらさを抱えた方が、包括的に⼈や地域に“つながる仕組
みづくりʻʼ 
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今後、第４期計画期間中において、「人づくり」、「地域づくり」、「つながる仕組みづくり」の３つの基本
目標の達成に向けて、福祉のまちづくりを進めていく必要があります。 

このような中、全国各地では、本市と同様に少⼦⾼齢化に伴う人口減少等を背景に、「地域共⽣社会」の
実現を目指した取組が進められており、この「地域共⽣社会」を具体化する事業として、社会福祉法の改正
により令和３年度から「重層的⽀援体制整備事業」が創設されています。 

この「重層的⽀援体制整備事業」は、既存の相談⽀援や地域づくり⽀援の取組を活かしつつ、⼦ども、障
がい、⾼齢、⽣活困窮といった分野別の⽀援体制では対応しきれない、地域住⺠の複雑化・複合化した⽀援
ニーズに対応する包括的な⽀援体制を構築する事業です。 

本市においても、今後、地域共⽣社会の実現に向けた地域づくりを加速させ、３つの基本目標を達成する上
でも「重層的⽀援体制整備事業」の活⽤は必要不可⽋であるため、本計画の計画期間内に本事業を活⽤し、必
要な体制整備を⾏うことを予定しております。  

 
 
 
 
＜地域づくり＞ 
■ 地域の人と人とのつながりを再構築し、「地域共⽣社会」の実現に向けた地域づくりに向けて、中心部と

周辺部とでメリハリをつけながら、以下の取組を進める。 
  〇 住⺠同⼠が気にかけあう関係性を育むための地域づくりへの⽀援 
  〇 世代や属性を超えて交流できる場や居場所の整備 
  〇 地域の住⺠ニーズ、⽣活課題に柔軟に対応した住⺠主体の活動の活性化 
  〇 地域の多様な主体によるプラットフォームの展開 など 
 
＜個別⽀援＞ 
■ 分野を横断する複雑・複合的な課題に対応し、包括的な⽀援体制を構築することにより以下の⽀援の実現

を目指す。 
  〇 各⽀援関係機関の役割分担、⽀援の方向性の整理といった、ケース全体のコーディネートやマネジメ

ントを⾏う機能を付加し、各⽀援関係機関が⼀つのチームとなる⽀援 
  〇 ⽀援者と本人が継続的につながり合いながら、本人と社会・他者との関係を広げていく「伴走型⽀援」

の強化 
  〇 本人やその世帯の状況に応じたオーダーメイドの⽀援 
  〇 ケースの複雑化・複合化を予防する観点から早期の関わりが持てるような⽀援 など 
 
 
 
 
 
 

（3）重点的な取組 

重点的な取組 重層的⽀援体制の構築及び推進 
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支援プランの作成

多機関協働事業 最適な福祉サービスや社会資源等を選択した支援プランの作成
支援機関の役割分担、重層的支援会議・支援調整会議の開催調整 など

複雑・複合化した課題を相談

日田市における重層的支援体制の構築イメージ

ボラン
ティア
活動

相談体制

高齢者
・地域包括支援センター

障がい者
・基幹相談支援センター

生活困窮
・ひた生活支援相談センター

子ども
・子ども家庭総合支援拠点
・子育て世代包括支援センター
・教育センター
福祉分野と教育分野との協働の深化。各種相談支援窓口・事業所

【複雑・複合化した課題の例】
既存の制度では対応しきれない複雑なケース（ ひきこもり、ごみ屋敷 など）
個人だけではなく、世帯全体に複合化した課題を抱えているケース（8050問題、ヤングケアラー など）

支援・提案

支援・活動

交流の場

支え合い
助け合い 地域行事

困難を抱えてい
る人・家庭

子ども

高齢者

障がい

生活困窮

医療
住宅

市役所 各分野の相談窓口

福祉・医療関係事業者
地区社協

自治会

育友会

民生委員・児童委員

保護司会

小・中学校

老人クラブ

社会福祉法人

＜地域づくりのプラットフォーム＞
地域の多様な主体が分野・領域を超えて集まることで、
さらなる展開を目指す。

共助の基盤づくり事業

社会福祉
協議会

重層的支援会議 ： 支援プランの方向性の協議、福祉サービスや社会資源等の把握や創出等の検討
※支援関係機関や、プラットフォーム関係機関で構成
※個人情報の同意がない場合の支援会議も守秘義務を課したうえで開催

地域活動・つながり
の活性化

アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業

一般企業

参加支援事業 【参加者の想定】
行政 福祉関係事業者・団体 自治会
地域活動の主体 市内企業 医療関係 など
【参加者の分野】
福祉 医療 教育 商工 観光 農林業 など

各分野の支援
（福祉サービス等）

つながる
仕組みづくり

地域づくり

⼈づくり

公民館

福祉委員

当事者・家族の会
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基本理念、基本目標、基本施策及び推進施策等の本計画の体系は、次のとおりです。 

基本理念 地域住⺠⼀人ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり 

基本目標 基本施策 推進施策 重点 
取組 

1. 住⺠⼀人ひとりが地
域に「自分ごと」とし
て関わり、地域を⽀え
る“人づくり” 

❶福祉意識の醸成 

(1)福祉教育の推進 

重
層
的
⽀
援
体
制
の
構
築
及
び
推
進 

(2)人権教育・啓発の推進 

(3)地域における共助の基盤づくり ★ 

➋地域福祉の⽀え⼿づくり 
(1)地域福祉の⽀え⼿への⽀援 

(2)地域福祉の⽀え⼿の育成・確保 
➌ボランティア団体等の 

育成・⽀援 (1)ボランティア・NPO 等の育成・⽀援 

2. 地域のつながりや⽀
え合いの関係が⽣ま
れ、地域の⼒を向上さ
せるための“地域づく
り” 

➊地域交流の促進 

(1)交流の促進と居場所づくり ★ 

(2)住⺠相互による活動の推進 

(3)活動環境づくり 

➋⽣活環境の整備 

(1)移動⼿段の確保 

(2)居住環境や居住⽀援体制の整備 

(3)安全な交通アクセスの整備 

➌安全・安心な地域づくり 
(1)⾒守りネットワークの充実 

(2)災害時の⽀援体制の充実 

❹地域福祉の基盤とネットワ
ーク強化 

(1)社会福祉協議会活動の充実 
(2)地域の多様な担い⼿がつながる 

プラットフォームの展開 ★ 
(3)社会福祉法人の地域公益活動の充実 

(4)地域福祉情報の提供 

3. 様々な⽣きづらさを
抱えた方が、包括的に
人や地域に 

“つながる 
仕組みづくりʻ̓  

 

❶包括的な相談⽀援の強化 

(1)相談機能の充実 ★ 

(2)相談体制の充実 

(3)⽣活困窮者等を⽀援する体制整備 

(4)ひきこもりへの⽀援 

➋権利擁護の推進 

(1)成年後⾒制度の利⽤促進 
【成年後⾒制度利⽤促進基本計画】 

(2)再犯防止の推進 
【再犯防止推進計画】 

 ★印︓重層的⽀援体制整備事業に関する新規の取組 

 
 

（4）施策の体系 
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6. 付随計画
本計画は以下の2 つの計画を包含して策定しており、地域福祉に関する施策の中で、それぞれの計画を推進

していきます。 
 

●成年後⾒制度利⽤促進基本計画 
   成年後⾒制度とは、認知症⾼齢者や知的障がい、精神障がい等により判断能⼒が不⼗分な人に対し、法

的に権限を与えられた成年後⾒人等が本人に代わって福祉サービスの利⽤契約や適切な財産管理を⾏う
ことで、その人の⽣活を⽀援する制度です。 

   本計画は、成年後⾒制度の利⽤の促進に関する法律に基づく、成年後⾒制度の利⽤促進に関する施策に
ついての基本的な計画で、本計画により制度の利⽤促進に取り組んでいきます。 

 
●再犯防止推進計画（新規） 

犯罪をした人々が、社会において孤⽴することなく、再び地域社会を構成する⼀員となることができる
よう連携した⽀援を⾏うため、地域の取組の推進や、市⺠が安全で安心して暮らすことができる地域をつ
くっていく観点から、新たに計画を策定するものです。 

再犯の背景には、安定した仕事や住まいがないことや薬物やアルコールへの依存等、様々な課題を抱え
ている場合があります。また、⾼齢者や障がいのある方の場合もあります。⽴ち直りに困難を抱えるこの
ような人々が再び罪を犯すことを防ぐには、地域や⽀援者、関係団体等が連携し、継続的に社会復帰を⽀
えることが必要です。 

地域の様々な主体が互いに⽀え合いながら活躍できる地域共⽣社会を実現するため、保護司をはじめと
した関係団体等との連携を図り、地域福祉計画と連動した取組を推進していきます。 

 
 〈 コラム 〉〜 現役の保護司さんの声 〜 
 
 〇 今回の地域福祉計画の検討にあたって、掛橋委員のご紹介で、日田保護区保護司会の現役保護司さん２名

の方からお話を聞くことができました。 
〇 お二人の方とも、責任の重たさは感じている⼀方で、とてもやりがいを感じていました。 

   例えば、保護観察期間中、本人が目標を持てるようになり、だんだんと明るくなっていく様⼦を⾒たり、
期間終了後も、本人から町で声を掛けられたり、就職先が決まった会社で本人の⾞が駐まっているのを⾒か
けると、心から「良かったな。」と思えるとのこと。 

〇 ⼀方で、本人は日常⽣活をおくるための基盤が不⾜していることや、約束の時間を守れなかったりと、基
本的な社会習慣が⾝についていないこともあるので、息⻑くしっかり寄り添っていくことが必要。 

〇 また、家庭環境が複雑で世帯全体に問題を抱えていたり、すぐには就職が難しいケースなどがあるので、
⽣活面の安定に向けての⽀援も求められるとのこと。 

〇 そのような面で、「福祉の窓口が分かって、気軽に相談ができて
⽀援につなげられたり、本人が期間終了後も相談できるようにな
ればよい。」との話がありました。 
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第4期日田市地域福祉計画策定委員名簿   （敬称略） 

№ 氏名 所属 区分 

1 ◎滝口 真 大分大学 学識経験のある者 

2 ○加藤 慶⼀ 日田市校⻑会 学識経験のある者 

3 福田 雅之 日田市医師会 医療・保健・福祉関係者 

4 安永 智和 日田市社会福祉協議会 医療・保健・福祉関係者 

5 津江 良治 日田市地区社会福祉協議会連絡協議会 医療・保健・福祉関係者 

6 飯田 富佐⼦ 日田市⺠⽣委員児童委員協議会 医療・保健・福祉関係者 

7 梶原 貴久 日田市地域包括⽀援センター 医療・保健・福祉関係者 

8 池永 大信 日田市⼦ども・⼦育て会議委員の代表 医療・保健・福祉関係者 

9 三宮 貴博 日田市障害福祉計画策定委員会の代表 医療・保健・福祉関係者 

10 掛橋 泰定 日田保護区保護司会 医療・保健・福祉関係者 

11 森山 裕⼀郎 ひた⽣活⽀援相談センター 医療・保健・福祉関係者 

12 深⾒ 由紀 KHJ日田ゆきどけの会 医療・保健・福祉関係者 

13 園田 毅 日田市居住⽀援協議会 医療・保健・福祉関係者 

14 新川 ヤス⼦ 日田市ボランティア連絡協議会 職域・住⺠組織団体の代表者 

15 森髙 重春 日田市自治会連合会 職域・住⺠組織団体の代表者 

16 安部 敏朗 日田市⽼人クラブ連合会 職域・住⺠組織団体の代表者 

17 田辺 徳⼦ 日田市⼥性団体連絡協議会 職域・住⺠組織団体の代表者 

18 宇野 吉信 日田市公⺠館運営事業団 職域・住⺠組織団体の代表者 

19 杉野 慎也 日田市連合育友会 職域・住⺠組織団体の代表者 

20 山本 政信 部落解放同盟大分県連合会日田⽀部 職域・住⺠組織団体の代表者 

21 ⼗時 康裕 日田商工会議所 職域・住⺠組織団体の代表者 

22 羽野 美惠 ⼀般公募 公募市⺠ 

23 清田 朱 ⼀般公募 公募市⺠ 

24 前田 泰久 大分県⻄部保健所 関係⾏政機関の職員 

25 拆口 英隆 日田市教育委員会 関係⾏政機関の職員 
 

 

◎︓委員⻑、〇︓副委員⻑ 
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